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運営指導等における指導事項（特定福祉用具販売）※介護予防含む

運営指導・監査等において改善指導を行った事項のうち、主なものを表にまとめています。※令和６年度から義務化するものについては、

助言事項についても記載しています。

指導事項のうち、重大な運営基準違反や加算の要件等を満たしていない場合は、介護報酬の返還の可能性があります。

また、不正請求、書類の改ざん・隠蔽、虚偽報告等が認められた場合には、介護報酬の返還に加え、指定取消等の行政処分を行う可能性が

ありますので、適正な運営を行ってください。

（１）運営規程・重要事項説明書等

指導時の状況 指導内容（改善指導の趣旨）

１ ①運営規程が掲示されていなかった。

②運営規程の利用料の記載が「その額の１割を利用者の

自己負担額とする。」という記載になっていた。

③事業所の職員数や営業時間が運営規程と重要事項説

明書で異なる記載になっていた。又は内容が実態に即

していなかった。

④運営規程において「虐待の防止のための措置に関する

事項」の記載がなかった。

⑤重要事項説明書において「事故発生時の対応」の記載

がなかった。

①事業所内の利用者が見やすい場所への掲示又は、冊子などの閲覧可能

な形で備えて置いてください。

②「利用者の介護保険負担割合に応じた額」などの表現に改めてくださ

い。

③運営規程と重要事項説明書を修正し、記載内容を統一してください。

④運営規程に「虐待の防止のための措置に関する事項」を記載してくだ

さい。【令和６年４月義務化】

⑤重要事項説明書に「事故発生時の対応」について記載してください。

※運営規程を変更した際は、変更後 10 日以内に変更届出を市介護保険

課へ届け出てください。
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（２）人員基準等

２ ・契約書、重要事項説明書等の日付等の記載漏れがあっ

たり、契約書を交付していなかった。

・事業者、利用者ともに、日付等は漏れなく記載し、利用者に交付して

ください。

指導時の状況 指導内容（改善指導の趣旨）

１ ・届出が必要な職員の変更に際し、変更届出書を提出し

ていなかった。

・変更後１０日以内に市介護保険課へ届け出てください。

２ ・管理者が不在、または常勤要件を満たしていなかった。

・福祉用具専門相談員の勤務時間数が不足していた。

・職種ごとに必要とされる員数を配置してください。

※必要員数が確保できなくなる場合には、事前に本市に速やかに報告し

てください。

３ ・所定労働時間数を超過した勤務時間数を含めることで

人員基準を満たしており、超過勤務分を除くと基準を

満たしていなかった。

・勤務超過分を除いて人員基準を満たすよう職員を配置してください。

※従業者一人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、

常勤者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

４ ・勤務時間の記録が残されておらず、従事時間や休暇、

遅刻早退等の状況が確認できなかった。

・法人役員である職員の出勤簿が作成されていなかった。

・全職員の勤務時間の記録を整備してください。

※法人の役員等であっても、介護保険制度上の人員基準確認のため、勤

務時間を記録に残す必要があります。

５ ・資格が必要な職種（福祉用具専門相談員）の資格証等

が保管されていなかった。

・職員の資格を確認し、資格証等の写しを適切に保管してください。

※資格が確認できない場合は、介護報酬の返還となる可能性がありま

す。

６ ・福祉用具専門相談員の資格証について、紛失のため再

発行申請中等の理由で、確認ができなかった。

・福祉用具専門相談員の資格証が旧姓のままになってい

・職員採用時に、資格証を確認し、資格証の写しを保管してください。

・資格証の更新ができない場合、戸籍抄本等で姓の変更を確認してくだ

さい。
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（３）運営基準・利用者処遇等

た。 ・資格の確認ができない場合は、介護報酬の返還となる可能性がありま

す。

指導時の状況 指導内容（改善指導の趣旨）

１ ・特定福祉用具販売計画を作成していなかった。 ・基準に則り、個別サービス計画を作成し、計画に基づいたサービスを

提供してください。

・過誤調整により、介護報酬の返還となる可能性があります。

２ ・特定福祉用具販売計画の作成にあたり、利用者または

家族の同意を得ていなかった。

・作成から同意を得るまでの期間が大きく空いており、

同意がないまま、サービスを提供していた。

・計画の内容について利用者または家族に説明し、速やかに文書により

同意を得てください。

・過誤調整により、介護報酬の返還となる可能性があります。

３ ・特定福祉用具販売計画の作成日や同意・交付日につい

て、記載漏れや記載間違いが確認された。

・作成日や同意・交付日を適切に記載するようにしてください。

・今後の運営指導において、同様の事例が確認された場合は、介護報酬

の返還となる可能性があります。

４ ・福祉用具貸与と特定福祉用具販売の両方の利用がある

利用者に対し、計画を一体のものとして作成していな

かった。

・福祉用具貸与と特定福祉用具販売の両方の利用があるときは、特定福

祉用具販売計画と特定福祉用具販売計画を一体のものとして作成して

ください。

５ ・研修が全く開催されていなかった。

・研修の復命書や職員会議の記録等が作成されておら

ず、職員間での情報共有が行われていなかった。

・職員の資質向上のため、事業所内研修や外部研修の機会を確保してく

ださい。

・研修や職員会議の記録を残してください。

・研修に参加していない職員にも復命書等で情報の共有を図ってくださ

い。
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（４）その他

６ ・職員の身分証が作成されていなかった。 ・身分証を作成し、職員が携行するようにしてください。

指導時の状況 指導内容（改善指導の趣旨）

１ ・利用者への請求書等の明細において、介護保険事業

と有料老人ホーム事業が一緒に記載され、金額の区

分けがされていなかった。

・利用者の誤解を招かないよう、請求書等の明細の記載方法等を変更し、

事業ごとに明確に区分けしてください。

２ ・介護保険事業と有料老人ホーム等の他事業の会計が

区分されていなかった。

・会計の区分については、「介護保険の給付対象事業における会計の区分

について」（平成１３年３月２８日老振発第１８号）に基づき、事業ごと

に適切に区分してください。


